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～ 男女がともに輝くように ～ 
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【評価の対象】 

①事業実施担当課が実施する各事業の評価 

 各事業ごとに、事業実施担当課が自己評価を行い、協働文化推進課において、その実施状況をとりまとめ、さむかわ男女

共同参画プラン推進協議会（以下「推進協議会」という。）に報告し、意見を伺う。 

②基本目標の評価 

  第３次さむかわ男女共同参画プランで定める４つの基本目標の評価は、各事業の評価内容を踏まえ、推進協議会において

実施する。推進協議会では、各基本目標が計画期間の中でどの程度進んでいるのか、遅れている部分についてはどのよう

にして進めるべきかなどについて、総合的な広い観点から評価するものとする。 

  なお、この基本目標の評価結果は次期計画の策定に関し重要な参考資料とする。 

 

 

【各事業の評価基準】 

 事業実施担当課が、目標の「達成度」、「今後の方向性」について自己評価を行う。判定区分は下記のとおり。 

 

「目標の達成度」 

  Ａ：概ね目標達成 

  Ｂ：目標に向け事業が遅れている 

  Ｃ：目標に向け事業がほとんど進んでいない 

 

「今後の方向性」 

１．更に充実強化していく 

２．計画どおり取り組む 

３．一部見直しが必要 

４．事業の休止または廃止 



　

  

  

  

 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

18 19 18 2

2

評価
　評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見

事　　業　　内　　容 指　　標

<基本目標Ⅰ　あらゆる分野での男女共同参画の推進>

施策の基本的方向　１．政策や方針決定過程などへの女性の参画の推進
　施策の内容（１）事業所等への女性登用の促進　

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

20

平成27年度までは目標値を概ね達成できる見込
みである。平成28年度以降は、女性職員の比率が
低い年代もあるため、目標値については検討が必
要。

A

23年度における全国平均は
6.2％であり、町の現状は大幅に
上回っている。一般行政職全体
に対する女性職員の比率24.7％
と比較すると若干下回るものの、
公平な人事行政が行われている
ものと評価できる。

総務課

・概ね目標達成となっており、
管理職への女性登用率が全
国平均の６．４％を上回ったこ
とは評価できる。しかし、一般
行政職員の平均２４．７％には
まだ届いていない。政府目標
である２０２０年までに３０％の
登用率達成を目指すのであれ
ば、平成２５年度以降も段階
的に目標値の引き上げを行
い、さらなる推進を図っていく
必要がある。
・女性の管理職登用の増加は
望ましい事である。能力や意
欲のある女性が男性と等しく
管理職に登用されるよう、登用
する側に公平な判断の目を
持ってもらいたい。

1

管理職への女性登用の推進
9 11 20 20

事業所としての町の
取り組みとして、能力
や意欲のある女性の
管理職への登用を推
進します。

管理職の職
員数におけ
る女性の割
合（％）

次回平成２６年度実施予定
管理職についての質問を設定し、その結果を公表
することで、女性登用の促進につなげたいが、成
果が出ているか不明。

3年ごとに実施のため、H２５年度
は未実施。次回H２６年度実施。

産業振興課

・調査票の回収率を上げるとと
もに、調査結果を事業所に知
らせることによって事業所の意
識を高めることも大事ではある
が、事業所等への女性登用の
促進を図るためには、調査結
果を活用したさらなる取組み
が必要ではないか。
・本調査は３年毎の実施であ
るため、毎年の評価が不可能
となっている。調査を実施しな
い年度についても、事業所等
に対して関連した取組みを
行ったり、その取り組みに係る
現状や課題を記載し、何らか
の評価を行ってはどうか。
・現状と課題に成果が出てい
るか不明となっているが、これ
は無視できない大きな問題だ
と考えられる。どのような形で
労働行政の基礎資料として活
用しているのかを明記する必
要があり、その内容によっては
目的や効果が不明確な事業と
して判断する事も場合によって
は必要ではないか。

2

勤労者実態調査の実施
50 55

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、女性
登用の向上を図り
ます。

調査票の回
収率（％） 43
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

18 18 17 1

　施策の内容（３）住民活動などにおける女性リーダーの登用の促進　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

1

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

　施策の内容（２）町審議会などへの女性委員の登用　

30

地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等の
女性の登用状況
　該当する審議会等数　　２５
　総委員数　　　　　　　　２７７人
　うち女性委員数　　　　　４８人
　女性委員比率　　　　１７．３％
公募委員の選考にあたっては、男女比に配慮して
女性委員の登用を進めているが、委員の選出を団
体や組織に依頼する場合が多く、その団体や組織
の特性から女性が少ないといった個別の状況もあ
る。また、職を指定している場合に、その職に女性
が就いていないことも多い。
審議会等の所管課にヒアリングを行ったり、委員選
出の際に積極的に女性登用を進めるよう働きかけ
ているが、今後は、職指定委員の見直し、選出団
体への女性登用の意識づけに取り組む必要があ
る。

B

前年度より登用率が下がってし
まった。引き続き審議会等の所
管課への働きかけを行うととも
に、委員選出団体等に対して女
性登用の意識づけ、女性委員選
出の働きかけに取り組むことで、
登用率のアップが図れると思わ
れるため。

協働文化推進課

・神奈川県における「市区町村
の審議会等委員に占める女性
の割合」は２８．１％で全国第３
位である。そのポイントからか
なり下回っていて、２７年度目
標値達成は見込めない状況に
あり、残念ではあるが評価や
今後の方向性も適切であると
考える。２５の審議会・委員会
の担当課に対して、より一層
の女性の登用の働きかけを期
待する。
　また、鳥取県が男女共同参
画推進条例を定めて成果をあ
げているので、寒川町も条例
や規約の改正に一足飛びにい
かないまでも、所管担当課に
働きかける際、目安として具体
的な数値をあげて働きかける
ことを希望する。

3

女性委員登用の推進

22 24 26 28

町審議会などの職指
定委員の見直しを図
り、女性委員の登用
をより一層推進しま
す。

町審議会の
女性委員登
用率（％）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

4

女性リーダー育成のための講座
の開催 20 20 80 80 80

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催したが、女
性リーダー育成につなげられるテーマでは実施で
きなかった。
○男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スタート
　講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
○２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
　日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）

町以外で開催される講座の情報提供
　３件（２市１町広域連携事業）

県や２市と連携して開催している講座で、女性リー
ダー育成につながる意識啓発やスキルアップの内
容のものが実施できるよう検討するとともに、町以
外で開催される講座の情報を広く収集して提供す
ることで、参加機会の拡充を図る。

C

男女共同参画推進講座として開
催した講座は、女性の社会参
加、就労支援と男女共同参画意
識の浸透をめざしたもので、女
性リーダー育成につながる内容
ではなかった。
町以外（県や近隣市、民間団体
等）が開催する講座の情報を提
供することで、さまざまな場所で
資質向上やスキルアップの機会
を得ることができるので、情報収
集及び提供にも積極的に取り組
む必要がある。

協働文化推進課

・女性リーダーの育成のため
の講座については、意識啓発
にとどまらず、受講者が実際
にリーダーとして活躍していく
ための支援につながるよう、内
容の充実・強化を図ってほし
い。
・事業内容と講演内容にずれ
があるため評価がＣとなってい
るが、平成２６年度以降は講
座のテーマ設定・内容の改善
を望む。

女性リーダーとし
ての資質向上や住
民活動への参加意
識を一層啓発する
ための講座を開催
します。また、町
以外で開催される
講座等について情
報提供します。

講座の参加
人数（人） 73 313

０
(162)
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

1

4 0 0 3

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

施策の基本的方向　２．女性のチャレンジ支援
　施策の内容（１）女性の人材育成の充実　

80

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催したが、女
性リーダー育成につなげられるテーマでは実施で
きなかった。
○男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職ス
タート講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
○２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）

町以外で開催される講座の情報提供
　３件（２市１町広域連携事業）

県や２市と連携して開催している講座で、女性リー
ダー育成につながる意識啓発やスキルアップの内
容のものが実施できるよう検討するとともに、町以
外で開催される講座の情報を広く収集して提供す
ることで、参加機会の拡充を図る。

C

男女共同参画推進講座として開
催した講座は、女性の社会参
加、就労支援と男女共同参画意
識の浸透をめざしたもので、女
性リーダー育成につながる内容
ではなかった。
町以外（県や近隣市、民間団体
等）が開催する講座の情報を提
供することで、さまざまな場所で
資質向上やスキルアップの機会
を得ることができるので、情報収
集及び提供にも積極的に取り組
む必要がある。

協働文化推進課5

女性リーダー育成のための講座
の開催（再掲） 20 20 80 80

女性リーダーとし
ての資質向上や住
民活動への参加意
識を一層啓発する
ための講座を開催
します。また、町
以外で開催される
講座等について情
報提供します。

講座の参加
人数（人） 73 313

産業振興課

中高年の再就職支
援、女性の就労支
援、スキルアップ
などのためのパソ
コン講座を開催
し、能力開発機会
の充実を図りま
す。

開催講座数
（講座）

０
(162)

6

就労支援パソコン講座の開催
4 4 4 2 2

休止
パソコン講座は参加人数が少ないことなどにより、
県や近隣市との連携が必要になっている。

今後は県・茅ヶ崎市との合同開
催によるパソコン講座を開催し、
女性の就労を支援していく。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

0 0 31 2

　施策の内容（２）女性の社会参画に関する情報提供　

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由

広報紙やホームページ等によ
り、町内外で開催される講座等
の情報を提供することで、学んだ
り、スキルアップを図るための支
援をすることができた。

協働文化推進課

担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

7

男女共同参画に関する講座の情
報提供 4 4 4 4

町内外で開催され
る、資格取得やス
キルアップのため
の講座について情
報提供をします。

広報紙、
ホームペー
ジ等での情
報提供回数
（回）

7 6 5

4

神奈川県、藤沢市及び茅ヶ崎市と連携して開催し
た講座の情報を提供した。
○男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スター
　ト講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
○２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
　日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　講師：小山明子氏（女優）

町以外で開催される講座の情報を提供した。
○２市１町広域連携事業　３件
　共に生きるフォーラム藤沢2013「どんな良い
　ことがあるの？男女共同参画が実現すると」
　ほか

講座等の情報を広く集めて提供することで、男女
共同参画について学ぶ機会を増やすことができる
が、広報紙やホームページで提供できる情報量に
は限界があるため、どのような媒体が効果的か調
査研究する必要がある。

A

※
30

人材を求めている企業情報を町単独で求職者に
提供することは効率的ではないため、ハローワー
クや、近隣市との連携により湘南合同就職面接会
を実施した。
湘南合同就職面接会：H25.10.23実施　参加企業
31社

A

今後もハローワーク藤沢、鎌倉
市、藤沢市、茅ヶ崎市とともに湘
南合同就職面接会を実施。

産業振興課8

求人に関する情報提供 ※
12

※
12

※
30

※
30

役場ロビーに設置
した端末機でのハ
ローワークの求人
情報の検索や、求
人情報誌・チラシ
の備え付けによる
求人情報の閲覧を
できるようにする
ことで、求人情報
を提供します。

※H23～H24
年度指標
求人情報
誌・チラシ
での情報提
供回数
（回）

※H25年度～
の指標
湘南合同面
接会で求人
情報を提供
できた企業
数（社）
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

6 6 6 2

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

9

生涯学習に関する情報提供
6 6 6 6 6

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

推進協議会評価

【基本目標Ⅰ　あらゆる分野での男女共同参画の推進】

○政策や方針決定過程への女性の参画がまだまだ進んでいない。事業所や地域、町審議会における女性の登用の促進に向け、これまでの事業成果を十分検証し、
課題の把握、事業内容の見直しや、段階的な目標数値の見直しなどの工夫にさらなる取り組みが求められる。

○女性が地域や職場でその能力を発揮して、活躍していくための支援が十分とは言えない。女性の人材育成やスキルアップ、社会参加意欲の喚起につながるよう
に、事業内容の充実・強化が求められる。

（その他の意見）
○女性の人材育成の充実については、現在行われている事業が目標とずれた内容となっている。女性のスキルアップやチャレンジ支援に直結するように事業の内
容、テーマ等を検討し、充実強化を図る必要がある。

男女を問わず、生涯学習に関する情報を提供し
た。
1.さむかわ町民大学
2.出前講座
3,4.生涯学習人材登録制度「ステップアップ」メ
ニュー紹介用/登録者募集用
5.生涯学習団体情報紙
6.さむかわ生涯学習総合案内
○町ホームページの関連ページ訪問数は６１４
件。

A

「さむかわ生涯学習総合案内」の
全戸配布（暮らしの便利ガイドと
交互に隔年で配布）を行い、広く
町内の生涯学習に関する情報提
供を行った。
紙媒体は字数等情報量に制限
があるため、ホームページを有
効活用し、情報量の充実をして
いく。

協働文化推進課

さむかわ町民大
学、出前講座、生
涯学習人材登録等
の学習情報を提供
し、自己研鑽のた
めの学習活動を支
援します。

広報紙、
ホームペー
ジ、パンフ
レットでの
啓発回数
（回）

5/5



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

0 1 1 1

1 1 1 1

<基本目標Ⅱ　男女の人権の尊重>
施策の基本的方向　１．異性に対する暴力の根絶
　施策の内容（１）配偶者などからの暴力防止に関する意識啓発と被害者への支援　

10

暴力防止に関する意識啓発

2 2 2 2 2

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

○各種チラシを窓口等に置き、ポスターを掲示して
来庁者に対して啓発を行った。
○２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携の
中でＤＶ防止に向けた取り組みを行い、デートＤＶ
啓発パンフレットを作製。新成人や高校生に配布し
て啓発を行った。
○町新採用職員に対して、研修の中でＤＶに関す
る講義を行い、意識啓発に努めた。
○25年度の町ホームページの関連ページ訪問数
は181件。

今後は、広報紙やホームページにおける情報量を
増やすよう検討していく。
配偶者等からの暴力防止については、担当が２課
にまたがっているため、啓発等を実施するごとに連
絡、調整が必要になってしまっている。

B

ホームページでの情報発信が少
なかったことによる評価。
チラシ等の配架による周知啓発
は随時行った。
担当課を一元化して、より効果
的な啓発を進める必要がある。

※Ｈ２６年度からは、ＤＶ等の暴
力防止に関する事務は町民窓口
課に担当課を一元化する。

協働文化推進課
町民窓口課

・配偶者などからの暴力を“未
然に”防止するためにも、課題
欄にもあるように広報紙や
ホームページによる情報発信
を増やし、意識啓発の充実強
化を図ってほしい。
・育った環境によってはＤＶだ
と思っていない人も多く、近年
は交際相手からの暴力、いわ
ゆるデートＤＶも問題となって
いることから、若年者や教職
員へ向けた意識啓発等にも取
り組んでほしい。また、被害者
だけでなく、加害者に対する意
識啓発や支援も、ＤＶの未然
防止には必要であると思う。

広報紙等を通じて
ＤＶに関する情報
発信を行い、暴力
防止に関する意識
啓発を行います。

広報紙、
ホームペー
ジでの啓発
回数（回）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

目標値と実績に差はあるが、実
際の相談等においては、関係機
関との連携は密になっており、被
害者支援は円滑に行っている。

町民窓口課

・関係機関との情報交換機会
回数が、担当者会議の回数と
なっているため、この数字から
は関係機関との連携は密であ
ると思えない。実際の相談等
においては連携は密にとって
おり、支援が円滑に行われて
いるというのであれば、目標値
の設定を実態のわかるものに
すべきだと思うので、今後、検
討していく必要があるのではな
いか。
・被害者への支援として、具体
的な件数が不明なので、実態
がわかりにくい。支援のための
電話や対応等の努力が評価
に反映されないのは残念であ
るので、見直してはどうか。

11

ＤＶ等に関する相談や関係機関
との連携 5 5 5 5

関係機関と連携し
ながらＤＶ等に関
する相談を受ける
とともに、緊急一
時保護事業に関す
る協定に基づき、
ＤＶ被害者の緊急
一時保護に向けた
支援を行います。

関係機関と
の情報交換
機会の回数
（回）

5

○関係機関との担当者会議　１回
○町で相談を受けた場合には、茅ヶ崎保健福祉事
務所と連携をしながら進めている。
今後は、会議での情報交換に限らず、適宜、情報
共有できるよう求めていく。

A

1/5



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

0 0 0 2

0 1 1 2

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

6 3 3 1

　施策の内容（２）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

12

町役場におけるセクハラ防止体
制の充実

0 0 0

協働文化推進課
町民窓口課

広報紙などを活用
し、セクシュア
ル・ハラスメント
防止に関する啓発
や関係機関におけ
る各種相談窓口の
情報提供を行いま
す。

広報紙、
ホームペー
ジでの啓発
回数（回）

・評価については適当な評価
と考えるが、今後、職員による
意識の向上を目指し、人権週
間に合わせてセクハラ防止に
向けた文章を職員ポータルシ
ステム掲示板に提示すること
などを実施したらよいのではな
いかと思う。
・相談件数は０件だが、実際に
はセクハラにあっていて、それ
が相談しにくい状況になってい
るとしたら問題であるので、そ
ういう点も意識して取り組んで
いただきたい。

町職員間における
セクシュアル・ハ
ラスメントの根絶
と、相談体制の充
実を図ります。

相談と処分
の件数
（件）

13

セクハラ防止に関する啓発や各
種相談窓口の情報提供 2 2 2 2 2

0 0

セクシュアル・ハラスメント苦情処理委員及び相談
員を設置し、体制を整えているが、25年度における
苦情及び第三者からの通報はなかった。 A

第三者からの通報もないことか
ら、表面化しない事案もないもの
と推測される。公務員のセクシュ
アル・ハラスメント事案はしばし
ば新聞記事等マスメディアに取り
上げられており、職員の意識は
敏感であると思われる。

総務課

施策の基本的方向　２．人権尊重のための対策
　施策の内容（１）人権侵害に関する支援　

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

○各種チラシ、パンフレットを窓口に置き、来庁者
に対して啓発、情報提供を行った。
○ホームページでの啓発を実施。相談者には相談
窓口の情報提供を行った。
○25年度の町ホームページの関連ページの訪問
数は78件。

今後、より有意義な情報提供をどのように実施して
いくのかを検討していく。
セクハラ防止については、担当が２課にまたがって
いるため、その都度連絡、調整が必要になってし
まっている。

B

ホームページでの啓発を実施
し、周知を図ったが、広報紙につ
いては掲載できなかった。
担当課を一元化して、より効果
的な啓発を進める必要がある。
※Ｈ２６年度からは、セクハラ等
に関する相談窓口事務は町民窓
口課に担当課を一元化する。

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

14

各種相談の実施や人権に関する
情報提供

3 3 4

・目標の４回に対して実施回数
が３回でＡの評価は適当と思
えない。また、２４年度と全く同
じ記載文章であり、取り組み姿
勢に誠意が全く感じられない。
意識啓発による人の意識の
アップ度合いは測れないの
で、昨年度同じでという姿勢が
見える。事業内容に「人権相
談など各種相談を実施し」とあ
るので、せめて、人権相談窓
口に年間何件の相談があった
という実績や、そこから見えて
くる課題は何なのかを現状と
課題に記載する真摯な姿勢を
町民窓口課に望む。
・相談の実施と情報提供・意識
啓発が1つの事業になっている
ため、指標の設定が難しい。
今後、セクハラと同様に事業を
分けるか、指標の見直しが必
要ではないか。

人権相談など各種
相談を実施し、関
係機関との連携を
図ります。また、
人権に関する様々
な情報提供を行う
とともに、街頭で
の啓発活動などを
通じて町民への意
識啓発を行いま
す。

街頭での人
権啓発活動
回数（回）

4 4

○特設人権相談及び街頭啓発活動
６月（1ヶ所）・１２月（2ヶ所）実施
○産業まつりでの啓発活動
１１月実施
啓発の効果を量ることは難しいが、現状実施して
いるもの以外の各種行事などにおいても、意識啓
発の場を設けるよう検討していく。

A

街頭啓発において、多くの町民
に啓発物品と併せてリーフレット
を配布し、意識啓発に努めた。

町民窓口課

2/5



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

60 114 298 2

294 243 315 2

95 96 94.9 2

954 1,041 1,172 2

施策の基本的方向　３．生涯を通じた心身の健康づくりへの支援
　施策の内容（１）男女の心とからだの健康づくりへの支援　

15

成人健康相談事業
50 50 50 50 50

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

健康相談のニーズがあった時点で対応
開催回数３４回、相談者延人数２９８人 A

健康相談のみでの対応でなく、
健康教育、健康診査の目的の受
診者でも健康に関する不安を
持っている人がいるので、健康
に関する情報提供が必要。

健康・スポーツ
課

・町民が窓口に健康相談にく
るということは、素晴らしいこと
である。町民として訪れやすい
窓口は、行政として最大の評
価に値することだと思う。

生活習慣病予防や
健康維持・増進の
ための相談を実施
し、町民の健康づ
くりを支援しま
す。

相談の実施
回数（回）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

現　　状　　と　　課　　題

評価

担当課

280

ヨガセミナー
リラクゼーションヨガ９月４日、１１日　８６人
ジムナステックヨガ２月２２日、３月１日　７７人
健康普及講座
体操教室１１月１４日、２１日　６７人
ストレッチ教室１月９日、１６日　８５人

A

健康講座に参加したことがない
人、運動経験がない人に多く来
てほしいが常連の参加者が多く
なってしまっているのが現状。新
規の参加者を増やし、多くの人
に健康づくりの機会を提供してい
くことが必要。

健康・スポーツ
課

16

心とからだに関する講座の開催
280 280 280 280

「ヨガセミナー」
「休養とこころの
セミナー」など、
心身の健康維持・
増進を目的とした
講座を開催しま
す。

セミナー参
加延べ人数
（人）

100

４回１コース年間５コース実施　延べ参加人数妊婦
２７３人　夫７５人
各コース１日を日曜日に開催。夫の８４％が日曜日
に参加しており、家庭づくりや夫婦で子育てをする
ことの助言指導に力をいれて実施している。
H25年度から年間５コース開催とし、日曜日開催が
１日増え、夫の参加が１０％増加した。
　①４／１８，２６，５／２，１２
　②６／２７，７／４，１２，２１
　③９／５，１３，２０，２９
　④１１／２８，１２／５，１３，１５
　⑤２／１３，２１，２／、３／２

A

参加者数、満足度はほぼ目標を
達成できた。５コース開催で日曜
日開催が１日増えたことで、夫の
参加率が高くなったことからA評
価とした。

健康・スポーツ
課

・目標値には到達しなかったも
のの、日曜日開催を１日増や
す等の工夫により、夫の参加
率が１０％向上したことは大い
に評価できるものと考える。引
き続き、男性への意識啓発の
充実強化を図っていただきた
い。
・教室参加者を対象に、出産
後に夫が育児にどのように参
加し、関わっているか、追跡調
査ができるとより効果が把握
できると思う。

17

父親・母親教室の開催
100 100 100 100

初妊婦とそのパー
トナーを対象に、
妊娠・出産・育児
や家庭づくり等に
ついての知識の普
及と意識の啓発を
図ります。

参加者の満
足度（％）

1,000

家庭訪問を通して、育児状況を確認し、母のみで
なく、父の育児参加が必要なことを助言指導してい
る。

A

出生数の９０％は、４か月までに
訪問できており、早期の育児支
援が実施できている。

健康・スポーツ
課

18

母子訪問指導事業
900 900 900 1,000

乳幼児を育ててい
る家庭を訪問し、
育児状況の確認と
ともに、子供と養
育者の心とからだ
の健康づくりへの
助言等を行いま
す。

母子訪問合
計件数
（件）

3/5



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

70 71 68 2

150 91 123 1

1

6,982 6,562 7,488 1

（

19

母子健康相談事業（７か月児
相談２歳児歯科相談） 65 70 75 80 85

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

月１回７か月児相談と２歳児歯科相談を同時開
催。７か月児育児相談来所者３４６人来所率８６．
７％､２歳児歯科相談来所者２０７人来所率４９．
４％。
同時開催により、兄弟姉妹同時に来所できるメリッ
トがあるが、２歳児歯科相談の来所者が横ばいと
なっている。
１歳６か月児健診で予定表を全員に配付し、日程
の周知に努めている。

B

２歳児歯科相談の来所者が横ば
いで、目標値を達成できずB評価
とした。対象児の発達段階に合
わせ、養育者への支援が行える
よう、日程の周知や来所勧奨を
実施する。

健康・スポーツ
課

（健康課）

来所による相談事
業の開催を通じ
て、乳幼児を育て
る家庭の、子ども
と養育者の心とか
らだの健康づくり
を支援します。

来所率
（％）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

243
○成人向けスポーツ教室を開催した。
　弓道教室　　　　　　１４人
　テニス教室　　　　　６４人
　卓球教室　　　　　　１８人
　ボルダリング教室　　７人
○親子向けのスポーツ教室を開催した。
　テニス教室　　　　　５組１０人
　ボルダリング教室　５組１０人

B
各事業について、更なる周知、
啓発の充実が必要である。ま
た、参加者が興味を持つような
魅力のある新たな種目の教室の
開催を検討する必要がある。

健康・スポーツ
課

・これからは、更に高齢化が進
むので、スポーツ教室の内容
や対象を検討する必要がある
と思う。現状の内容では自ずと
参加者が限られてくるのでは
ないでしょうか。

20

スポーツ教室の開催
81 162 189 216

心とからだの健康
づくりの役割を担
うスポーツ・レク
リエーションに多
くの町民が親しめ
る機会として、初
心者向けの教室を
開催します。

教室への参
加者数
（人）

1,450
○スポーツの象徴的な日である体育の日に「さむ
かわスポーツデイ」を開催した。
　参加者数　　１，２５５人
○目的別のスポーツイベントを開催した。
　レクリエーションフェスティバル
　　　　　　　　　　　　　参加者数　　３５８人
　武道フェスティバル　　参加者数　　３０８人
○伝統的なスポーツ大会を開催した。
　観桜駅伝競争大会　　参加者数　　６１５人

A

各事業とも、昨年より参加人数
は増えている。今後も周知、啓発
を充実し参加者数を増やしてい
きたいと考える。

健康・スポーツ
課

21

スポーツ大会の開催
1,200 1,260 1,320 1,380

町民がやりがいを
感じたり目標設定
しながら、継続的
に健康づくりのた
めのスポーツ・レ
クリエーション活
動に取り組めるよ
う、スポーツやレ
クリエーションの
大会を開催しま
す。

大会への参
加者数
（人） 1,311 2,166

町民センター

公民館講座を通じ
て健康に対する意
識付けを図るな
ど、町民の健康づ
くりを支援しま
す。

講座の参加
者数（人）

2,536

22

公民館講座の開催
7,000 7,050 7,100 7,150 7,200

ノルディックウォーキング（１／２８・３１　　２１名参
加）等
３館1室で年間１０６講座を開催。

A

今後も継続して、地域住民の
ニーズに即した内容の講座を開
催していく。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

95 96 94.9 2

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

1 12 12 2

10 10 10 2

　施策の内容（２）性の尊重に関する意識啓発

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

23

父親・母親教室の開催　（再
掲） 100 100 100

24

母子健康相談事業
1 1 12 12 12

妊娠・出産・育児
や家庭づくり等に
ついての講座を通
じて、お互いの性
を尊重することの
意識啓発を図りま
す。

参加者の満
足度（％）

　施策の内容（３）性教育の充実

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

100 100

４回１コース年間５コース実施　延べ参加人数妊婦
２７３人　夫７５人
各コース１日を日曜日に開催。夫の８４％が日曜日
に参加しており、家庭づくりや夫婦で子育てをする
ことの助言指導に力をいれて実施している。
H25年度から年間５コース開催とし、日曜日開催が
１日増え、夫の参加が１０％増加した。
　①４／１８，２６，５／２，１２
　②６／２７，７／４，１２，２１
　③９／５，１３，２０，２９
　④１１／２８，１２／５，１３，１５
　⑤２／１３，２１，２／、３／２

A

参加者数、満足度はほぼ目標を
達成できた。５コース開催で日曜
日開催が１日増えたことで、夫の
参加率が高くなったことからA評
価とした。

健康・スポーツ
課

広報さむかわのカレンダーページに、毎号一般的
な健康相談から思春期相談等もできる旨掲載して
いる。

A

定期的に広報紙に掲載すること
で、相談窓口があることを周知で
きている。

健康・スポーツ
課

性に関する相談に
ついて、電話等で
相談に対応すると
ともに、関係機関
が実施する相談事
業などの情報を提
供します。

広報紙での
周知回数
（回）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

推進協議会評価

【基本目標Ⅱ　男女の人権の尊重】

○「異性に対する暴力の根絶」については、ＤＶ、セクハラ、ストーカー等は増加傾向にある。暴力を未然に防止するとともに、被害者の相談支援体制周知のた
めに、ホームページ、チラシなど様々な媒体を使った情報発信と、幅広い年齢層への意識啓発の充実・強化が求められる。また、暴力に特化した相談体制を整
え、関係機関との緊密な連携を図り、暴力根絶に向けた取り組みを一層推進すべきである。

○「生涯を通じた心身の健康づくりへの支援」は、内容や開催日などの工夫により目標に向けて事業を着実に実施している。今後は、内容の拡充や次段階の目標
設定、効果測定など、更なる事業展開が求められる。

10

学習指導要領に基づき、小・中学校の各学年にお
ける教科、道徳、総合的な学習の時間等を通し
て、実態に即した適切な性教育が推進されてい
る。
今後も、従来の性教育とともに、社会的な側面で
の人間尊重・男女平等の観点に基づき、教育活動
全体を通して、児童生徒の発達の段階を踏まえた
性教育に取り組むことが重要である。

A

各小中学校では、性教育を健や
かな心身の育成にとって欠くこと
のできない領域として重視してい
る。担任や教科担当を中心に、
学年担当や養護教諭との連携を
図りながら、性教育授業実践を
おこなっている。今後も、引き続
き性教育を重視し、発達の段階
を踏まえた教育活動をおこなっ
ていきたい。

学校教育課25

「生きる力」の育成事業
10 10 10 10

教科や道徳の時
間、総合的な学習
の時間等を通し
て、性教育を推進
します。

性教育実施
時間数（時
間）

5/5



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由

<基本目標Ⅲ　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進のための環境づくり>

施策の基本的方向　１．就業環境における男女共同参画の促進
　施策の内容（１）男女平等な雇用の促進　

産業振興課

・調査結果を事業所に知らせ
ることだけで、果たして男女平
等雇用の意識の喚起にどう効
果が出るかがわからないのは
無理もないと感じます。
課題を改善する方策を具体的
に考えていくことが必要で、効
果や喚起の状況を把握するた
めには、町内事業所にアン
ケートも合わせて行っていくこ
となどが必要ではないかと感じ
ます。
・事業番号２と同様、調査票の
回収率を上げるとともに、調査
結果を事業所に知らせること
によって事業所の意識を高め
ることも大事ではあるが、「男
女平等な雇用の促進」や「育
児・介護休業などの制度の周
知及び普及の促進」を図るた
めには、調査結果を活用し、そ
れぞれの施策目的の実現に
つながるような、さらなる取組
みが必要ではないか。また、3
年毎の実施なので、毎年の評
価が不可能となっているが、
調査を実施しない年度につい
ても、関連する取組みに係る
現状や課題を記載し、何らか
の評価を行ってはどうか。

担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

26

勤労者実態調査の実施
（再掲）

50 55

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、男女
平等雇用の意識を
喚起します。

調査票の回
収率（％）

43

次回平成２６年度実施予定
男女雇用機会均等法についての質問を設定し、そ
の結果を公表することで、平等な雇用の促進につ
なげたいが、成果が出ているかは不明。

3年ごとに実施のため、H２５年度
は未実施。次回H２６年度実施。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

3 3 3 2

1 1 1 2

1 1 1 2

　施策の内容（２）雇用環境改善のための支援の充実

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

27

労働相談に関する情報提供
3 3 3 3

広報紙やホーム
ページ等で労働相
談窓口などの情報
提供を行うととも
に、相談内容に応
じて関係機関を紹
介するなど、労働
相談に関する情報
提供を行います。

広報紙、
ホームペー
ジ等での情
報提供回数
（回）

A

産業振興課

ハローワーク藤沢
管内の３市１町で
実施する湘南就職
面接会時におい
て、労働者向けに
労働に関する相談
会を実施します。
※雇用情勢により
実施しない場合も
あります。

実施回数
（回）

湘南合同就職面接会と併せて労働相談を実施。
H25.10.23実施。
　相談窓口では情報提供が大半であったため、受
付件数は不明。

A
ハローワーク藤沢と、鎌倉市、藤
沢市、茅ヶ崎市と連携し、実施で
きた。

効率的に情報提供ができた。

産業振興課

・現状と課題について２４年度
は「特になし」との記載だった
が現状を記載されていた。しか
し、課題は必ずあるはずなの
で分析し、明文化すべきであ
る。
・関係課が連携して、例えば
ホームページの「各種町民相
談」の項目に「労働相談」を設
け、また、「労働」の画面にも
「パワハラ」「セクハラ」の項目
を設けるなどの方策を採って、
情報を積極的に発信してもら
いたい。

1 1 1

28

労働相談の実施
1 1

3
広報紙、ホームページ、チラシで情報提供を行っ
た。

1
町労働講座：H25.10.29実施
  対象：町内事業所勤務者、町内在住者
　参加者数：52人

A
労政問題懇話会と連携し、実施
できた。

産業振興課

労政問題懇話会及
び県との共催によ
り、労働環境に関
する講座を実施し
ます。

開催回数
（回）

29

労働講座の開催
1 1 1 1
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

0 20 1 1

2

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

　施策の内容（３）育児・介護休業などの制度の周知及び普及の促進

※
1

女性職員の取得率が100％であるのと比較する
と、依然男性職員が取得しづらい状況にある。 A

給与処遇の面では、取得が不利
にならない状況となっているが、
職場の雰囲気や業務体制が積
極的な取得を妨げる原因となっ
ていると思われる。職場や所属
長に対する啓発の強化や代替職
員の充実が必要である。

総務課

・町自らが率先して、町の男性
職員が育児休業を取得できる
よう職場環境を整備することが
重要である。そうした中、男性
職員の育児休業取得者数の
目標が「１人」では寂しい。女
性職員同様、全員が取得でき
ることをめざして目標値も「取
得率１００％」とし、積極的に取
り組んでほしい。例えば男性
職員を対象に意識調査を実施
し必要な対応を検討したり、男
性職員に育児休業取得を義務
付けるなどの取組みを検討・
実施するのも効果的ではない
か。
・目標値が取得率と取得者数
になってるが、対象者数と取
得者数にすると分かり易いと
思うので、今後検討してもらい
たい。

30

育児休業取得の促進 ※
3

※
5

※
1

※
1

町職員が育児休業
を取得しやすい環
境を整備し、子育
ての支援を図りま
す。

※H23～H24
年度指標
男性職員の
育児休業取
得率（％）

※H25年度～
の指標
男性職員の
育児休業取
得者数
（人）

次回平成２６年度実施予定
育児・介護休業制度についての質問を設定し、そ
の結果を公表することで育児・介護休業の普及促
進に繋げたいが、成果が出ているかは不明。

3年ごとに実施のため、H２５年度
は未実施。次回H２６年度実施。

産業振興課31

勤労者実態調査の実施
（再掲） 50 55

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、制度
の周知や普及の促
進を図ります。

調査票の回
収率（％） 43
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

576 592 607 2

100 100 100 2

100 100 100 1

148 160 171 1

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

施策の基本的方向　２．仕事と家庭・地域活動との両立の支援
　施策の内容（１）子育て環境の充実　

630

日曜日・国民の祝日及び12月29日～1月3日まで
の休園日以外で保育を実施した。
利用人数：607人
保護者の就労をはじめ自宅で保育を受けることが
できない児童を受け入れることにより、保護者の就
労や女性の社会進出を支援する。今後も認可保育
所に保育を委託し、事業に対して助成を行ってい
く。
定員を超えた受け入れを実施しているが、「保育所
への入所の円滑化について」（平成10年2月13日
児発第73号厚生省児童家庭局長通知）に基づき、
入所可能人数まで児童の受け入れを行っている。

A

定員に対して112％を超える受け
入れを行ったことで、保護者の就
労や女性の社会進出を支援し
た。未入園者もいるが、園で受け
入れ可能な人数まで、家庭での
保育に欠ける児童の受け入れを
行った。

子ども青少年課

・保護者の就労をはじめ、様々
な理由で児童を受け入れてい
る保育施設の充実をお願いし
たい。

32

町立保育園通常保育事業
540 540 540 630

※H23～25年度
保護者の就労等に
より家庭等で保育
することが困難な
児童の保育を、町
立保育園で実施し
ます。
※H26～27年度
保護者の就労等に
より家庭等で保育
することが困難な
児童の保育を、認
可保育所に委託し
事業に対し助成を
行います。

利用者数
（人）

100

月曜日～土曜日の18:00～19:00の時間帯におい
て、希望者に対して延長保育を実施した。
希望者の利用率：100％
保護者のさまざまな就労形態に対する支援ができ
た。今後も保護者の就労に対し支援できるよう、助
成を行っていく。

A

延長保育の希望者全員にサービ
スを提供したことにより、保護者
の就労を支援した。

子ども青少年課33

延長保育の充実
100 100 100 100

※H23～25年度
保護者の就労形態
の多様化に対応し
た、町立保育園で
の延長保育を実施
します。
※H26～27年度
保護者の就労形態
の多様化に対応す
るため、町内認可
保育所に延長保育
実施も含めて保育
事業を委託し、さ
らに延長保育の実
施に対し助成を行
います。

延長保育希
望者の利用
率（％）

100

平成２５年度年間活動件数１３３日相談延べ件数３
４０件
相談への対応率については、１００％としている
が、現在のところ週３回（月･水･木）での実施となっ
ている。いつでも相談できる体制づくりを構築する
必要がある。

A

悩みを抱えた家庭に対する子育
て支援施策の充実を目指し、平
成２５年度以降、相談日を週５日
の開催を目指す。

子ども青少年課34

子育て支援相談事業
100 100 100 100

子育て全般につい
ての相談指導と育
児情報の提供を行
います。

相談への対
応率（％）

共働きの家庭に残された子ども
が安心して放課後を過ごせるよ
う今後も同事業を継続していく。
また、南小児童クラブ建設に向
け検討を行うとともに、委託先に
ついて検討する。

子ども青少年課

・目標に対する実績は理解で
きるが、安全面や緊急時につ
いて、十分配慮をしていただき
たい。

35

児童クラブ運営事業
190 195 200 200

保護者が労働等に
より放課後昼間家
庭にいない児童
に、放課後の適切
な遊びや生活の場
を与え、児童の健
全な育成を推進し
ます。

入所児童数
（人）

200

開所日２９４日
自宅で保育を受けることができない児童を受け入
れることにより、保護者の就労や女性の社会進出
を支援する。また、運営を担う保護者会の負担軽
減を図る必要がある。

A
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

856 898 923 2

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

95 96 94.9 2

954 1,041 1,172 2

70 70 68 2

　施策の内容（２）ひとり親家庭への支援

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

36

ひとり親家庭等医療費助成事業
800 800 800

37

父親・母親教室の開催(再掲)
100 100 100 100 100

ひとり親家庭等の
人が病院等を受診
したときに支払う
医療費のうち、保
険診療分の自己負
担額を助成します
（所得制限有
り）。

助成対象者
数（人）

　施策の内容（３）男性の家事・育児・介護などへの参加の促進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

800 800

助成対象者９２９人
扶助費　２７，６２０，０２４円
医療費の一部を助成し、保護者の負担の軽減と生
活の安定を図った。ひとり親家庭等の助成対象者
は、社会情勢の悪化など様々な要因により年々微
増の状況にある。

A

今後とも、ひとり親家庭等の生活
の安定と自立支援を目的として
同事業を継続実施していく。

子ども青少年課

４回１コース年間５コース実施　延べ参加人数妊婦
２７３人　夫７５人
各コース１日を日曜日に開催。夫の８４％が日曜日
に参加しており、家庭づくりや夫婦で子育てをする
ことの助言指導に力をいれて実施している。
H25年度から年間５コース開催とし、日曜日開催が
１日増え、夫の参加が１０％増加した。
　①４／１８，２６，５／２，１２
　②６／２７，７／４，１２，２１
　③９／５，１３，２０，２９
　④１１／２８，１２／５，１３，１５
　⑤２／１３，２１，２／、３／２

A

参加者数、満足度はほぼ目標を
達成できた。５コース開催で日曜
日開催が１日増えたことで、夫の
参加率が高くなったことからA評
価とした。

健康・スポーツ
課

初妊婦とそのパー
トナーを対象に、
妊娠・出産・育児
や家庭づくり等に
ついての講座の開
催を通じて、男女
が協力して家事や
育児を行うことに
ついて意識啓発を
図ります。

参加者の満
足度（％）

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

1,000

家庭訪問を通して、育児状況を確認し、母のみで
なく、父の育児参加が必要なことを助言指導してい
る。

A

出生数の９０％は、４か月までに
訪問できており、早期の育児支
援が実施できている。

健康・スポーツ
課

38

母子訪問指導事業（再掲）
900 900 900 1,000

乳幼児を育ててい
る家庭を訪問し、
育児状況の確認や
子どもと養育者の
心身の健康づくり
への助言等と併せ
て、男性の育児参
加への意識啓発を
行います。

母子訪問合
計件数
（件）

85

月１回７か月児相談と２歳児歯科相談を同時開
催。７か月児育児相談来所者３４６人来所率８６．
７％､２歳児歯科相談来所者２０７人来所率４９．
４％。
同時開催により、兄弟姉妹同時に来所できるメリッ
トがあるが、２歳児歯科相談の来所者が横ばいと
なっている。
１歳６か月児健診で予定表を全員に配付し、日程
の周知に努めている。

B

２歳児歯科相談の来所者が横ば
いで、目標値を達成できずB評価
とした。対象児の発達段階に合
わせ、養育者への支援が行える
よう、日程の周知や来所勧奨を
実施する。 健康・スポーツ

課
39

母子健康相談事業（７か月児相
談２歳児歯科相談）（再掲） 65 70 75 80

来所による相談事
業の開催を通じ
て、乳幼児を育て
る家庭の、子ども
と養育者の心とか
らだの健康づくり
を支援し、男性の
育児参加への意識
啓発を行います。

来所率
（％）
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

27 40 30 2

1

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

40

家族介護教室・認知症高齢者介
護教室の開催 30 30 30 30 30

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

○家族介護教室
開催日（回数）：
  前期 H25.10/12.19、11/23 （3回）
　後期 H25.11/9.16.23 （3回）
　※日曜開催
　※台風の影響により、3回目を前期後
　　 期合同開催
参加人数：前期8人（女8）、
            後期10人（男3、女7）
        （募集は各10人）
○認知症高齢者介護教室
開催日（回数）：
　　　H25.2/1.8.15（3回）※日曜開催
参加人数：12人（男1、女11）
    　　（募集は20人）

参加人数はクリアしたものの、男性の参加が少な
いことが課題。

A

　前年度より少なくはなったもの
の、参加人数の実績が目標値を
クリアしたことから、Ａ評価とし
た。
　家族介護教室は平成23年度か
ら開催回数の増や開催時期を前
期後期に分けるなど、参加しや
すい形を模索している。
　課題としては、本年度も男性の
参加者少なさが目立つため、今
後も引き続き男性参加者の増に
向けて取り組みたい。

高齢介護課

介護技術・対応方
法を習得するため
の講習会の開催を
通じて、男女がと
もに介護を担うこ
との意識啓発を図
ります。

講座参加者
合計数
（人）

41

男女共同参画に関する講座の開
催 20 20 80 80

生活に密着した視
点から男女共同参
画に関する講座を
開催し、男性も家
事や育児などに参
加しやすくなるよ
う、きっかけ作り
や意識啓発を図り
ます。

講座の参加
人数(人) 73 313

80

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催した。
①男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スタート講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
　内容：女性が再び仕事に就いて、理想の
　　　　自分を実現するために必要なこと、
　　　　考えておくべきこと。
②２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）
　内容：何年もの夫の介護だけでなく、自身
　　　　も病を患って長く苦しんだ。その状況
　　　　の中でどう自分と向き合い、生き方を
　　　　変え、地域の人たちに支えられながら
　　　　女優の仕事を両立していったのか。

①は女性限定の講座であったが、②には男性及び
若年層の参加が少なかった。育児や介護に男性
参加を促せるよう、内容、講師、開催日・時間帯な
どを工夫する必要がある。

A

①、②どちらの講座も、ワーク・ラ
イフ・バランスや男性の育児・介
護参加促進といった内容が盛り
込まれていた。
さらに、男性や若年層の参加者
増を図りたい。

協働文化推進課

162
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

6,982 6,562 7,488 1

 

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容

産業振興課

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課
指　　標

次回平成２６年度実施予定
育児・介護休業制度についての質問を設定し、そ
の結果を公表することで、従業員の制度取得を促
進したいが、それが男性の家事・育児・介護への
参加につながっているかは不明。

3年ごとに実施のため、H２５年度
は未実施。次回H２６年度実施。

町民センター
公民館講座を通じ
て、男性の家事・
育児・介護への参
加に対する意識付
けを促進します。

講座の参加
者数（人）

43

公民館講座の開催（再掲）
7,000 7,050 7,100 7,150 7,200

42

勤労者実態調査の実施（再掲）
50 55

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、従業
員が制度を取得し
やすくなるよう、
制度の周知や普及
の促進を図りま
す。

調査票の回
収率（％） 43

　メンズクッキング（１１／３０　１２名参加）等
３館1室で年間１０６講座を開催。 A

今後も継続して、地域住民の
ニーズに即した内容の講座を開
催していく。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

893 936 1,145 2

6 6 6 2

　施策の内容（４）地域活動への参加の促進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

44

ファミリーサポートセンター事
業 1,900 2,100 1,000 1,000
育児の援助を受け
たい人と行う人が
会員となって一時
預かり等の事業を
行うことにより、
育児世代の地域活
動への参加を支援
します。

活動件数
（件）

1,000

おねがい会員６５６人、まかせて会員１７３人どっち
も会員１２３人
活動件数については、最大時で年間２，０００件程
度の利用があったが、児童クラブの延長保育・特
別支援学級児童の受け入れ等による他の子育て
支援策の充実により減少の傾向にある。

A

協働文化推進課

さむかわ町民大
学、出前講座、生
涯学習人材登録等
の学習情報を提供
し、地域活動への
参加を支援しま
す。

広報紙、
ホームペー
ジ、パンフ
レットでの
啓発回数
（回）

町で実施している一時預かり事
業はこの事業のみで、預かりを
必要とする家庭にとっては、なく
てはならない事業であり、今後と
も継続実施していく必要がある。

子ども青少年課

推進協議会評価

【基本目標Ⅲ　男女の人権の尊重】

○ワーク・ライフ・バランス推進のためには、企業等における制度の普及、子育て環境の充実、男性の育児や介護等への参加促進が重要な柱だと考える。事業所
への制度の周知や普及促進に向けて、勤労者実態調査結果の効果的な活用を検討し、勤労者への情報提供を積極的に行うなど、現状から更に踏み込んだ取り組み
が求められる。

○育児や介護に関する講座等への男性参加者増に向けては、引き続き開催日や内容等に工夫をし、情報宣伝方法を見直すなどして、積極的に取り組んでいただき
たい。

（その他の意見）
○町自らが率先して男性職員の育児・介護休業取得者の増加など、企業等のモデルとなるような職場環境整備に積極的に取り組んでいただきたい。

6 6 6

男女を問わず、生涯学習に関する情報を提供し
た。
1.さむかわ町民大学
2.出前講座
3,4.生涯学習人材登録制度「ステップアップ」メ
ニュー紹介用/登録者募集用
5.生涯学習団体情報紙
6.さむかわ生涯学習総合案内
○町ホームページの関連ページ訪問数は６１４
件。

A

「さむかわ生涯学習総合案内」の
全戸配布（暮らしの便利ガイドと
交互に隔年で配布）を行い、広く
町内の生涯学習に関する情報提
供を行った。
紙媒体は字数等情報量に制限
があるため、ホームページを有
効活用し、情報量の充実をして
いく。

45

生涯学習に関する情報提供（再
掲） 6 6
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

評価
評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見

事　　業　　内　　容 指　　標

<基本目標Ⅳ　男女共同参画社会実現のための意識づくり>

施策の基本的方向　１．職場や地域における意識づくりの推進
　施策の内容（１）職場における意識啓発　

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

80

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催した。
①男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スタート講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
　内容：女性が再び仕事に就いて、理想の
　　　　自分を実現するために必要なこと、
　　　　考えておくべきこと。
②２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）
　内容：何年もの夫の介護だけでなく、自身
　　　　も病を患って長く苦しんだ。その状況
　　　　の中でどう自分と向き合い、生き方を
　　　　変え、地域の人たちに支えられながら
　　　　女優の仕事を両立していったのか。

②には勤労者向けの内容も含まれていたが、対象
を事業所（経営者・勤労者）に絞った講座ではな
かったため、職場における意識啓発に直接つなが
るものではなかった。
育児や介護に男性の参加を促すには、事業所の
制度整備や周囲の理解が必要であるので、内容、
講師、開催日・時間帯などを検討して、経営者や勤
労者も参加できる講座を開催する必要がある。

B

①、②どちらの講座も、ワーク・ラ
イフ・バランスや男性の育児・介
護参加促進といった内容が盛り
込まれていたが、事業所（経営
者・勤労者）向けに職場の意識
啓発に絞って開催したものでは
なかった。
女性の社会進出を促し、男女が
ともに平等で働きやすい環境を
つくるには、その基礎となる意識
づくりに継続して取り組む必要が
ある。経営者・勤労者を対象にし
た講座を実施できるよう、県や２
市と検討していく。

協働文化推進課

・事業所向けの講座につい
て、平成２３、２４、２５年度と未
実施であるが、実施できなかっ
た理由を分析し、２６年度こそ
実施できるよう、取組みを進め
てほしい。
・男女共同参画に関する講座
の開催については再掲が多
く、①男女共同参画推進市町
村連携講座と②２市１町広域
連携事業のみで、全ての施策
を網羅するのは難しい。再掲
事業について再度整理し、着
実かつ計画的に事業を実施し
てほしい。
・他市との連携事業である事
業番号４６、４７、５２について
は、目標値と実際の値につい
ては他市と合わせた数となっ
ているので、寒川町としての達
成状況を正確に把握する観点
から、今後見直しが必要であ
ると考える。

46

男女共同参画に関する講座の開
催（再掲）

20 20 80 80

事業所向けの男女
共同参画に関する
講座を開催し、職
場における男女共
同参画への意識啓
発を図ります。

講座の参加
人数（人）

0 0
０
(162)

1
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

　施策の内容（２）地域における意識啓発

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

47

男女共同参画に関する講座の開
催（再掲） 20 20 80

・男女共同参画に関する講座
の開催については再掲が多
く、①男女共同参画推進市町
村連携講座と②２市１町広域
連携事業のみで、全ての施策
を網羅するのは難しい。再掲
事業について再度整理し、着
実かつ計画的に事業を実施し
てほしい。
・他市との連携事業である事
業番号４６、４７、５２について
は、目標値と実際の値につい
ては他市と合わせた数となっ
ているので、寒川町としての達
成状況を正確に把握する観点
から、今後見直しが必要であ
ると考える。

生活に密着した視
点から男女共同参
画に関する講座を
開催し、地域にお
ける男女共同参画
への意識啓発を図
ります。

講座の参加
人数（人） 73 313 162

1

80 80

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催した。
①男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スタート講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
　内容：女性が再び仕事に就いて、理想の
　　　　自分を実現するために必要なこと、
　　　　考えておくべきこと。
②２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）
　内容：何年もの夫の介護だけでなく、自身
　　　　も病を患って長く苦しんだ。その状況
　　　　の中でどう自分と向き合い、生き方を
　　　　変え、地域の人たちに支えられながら
　　　　女優の仕事を両立していったのか。

育児や介護には、家族だけでなく地域の理解や協
力も重要であるので、幅広い世代が参加し、地域
全体の意識啓発につながるような講座を検討する
必要がある。

A

①、②とも地域における意識啓
発に限定したテーマではなかっ
たが、家庭や暮らしに関連した内
容で、ワーク・ライフ・バランスや
地域参加といったものが含まれ
ていた。
女性の社会進出や地域における
女性の活動を促進し、男女がと
もに暮らしやすく、その能力を発
揮できるまちづくりを実現するに
は、その基礎となる意識づくりに
継続して取り組む必要がある。

協働文化推進課
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

48

生涯学習講座などの開催
4 4 4 4 4

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

各種講座を実施。男女を問わず生涯学習の機会
を提供した。
１～３．ＰＴＡ指導者研修会
　5/17（広報研修会）40人
　5/30（校外研修会）40人
　5/31（役員研修会）32人
４．読み聞かせ・紙芝居活動交流会 1/30　37人
５．家庭教育講演会　3/8　52人
６．人権教育事業「傾聴講座」
　5/22・29・6/5・12・19　のべ52人
７．生涯学習支援者研修「今日から使える！相手
に伝える技術を磨く講座」1/26(日） 27人
８～１３．ステップアップPR講座
　「レカンフラワー」　5/17（金）　5人
　「医療費節約講座」　6/20（木）　5人
　「ビジネスマナー講座」　7/6,13,20（土）
　　　　　　　　　　　　　　　全3回のべ12人
　「フラワーアレンジ・クリスマス」
　　　　　　　　　　　　　　　12/21（土） 5人
　「フラワーアレンジ・お正月」 12/26（木） 4人
　「親子リトミック」　3/20（木）　16人
１４～１６．文教大学出張講座「無形文化遺産　和
食」2/22（土）　12人、3/1（土）　13人、3/29（土）
13人
１７．不惑式around40ミーティング
　2/11(火・祝）　31人
１８．還暦のつどい　12/1（土）50人

A

目標値を達成した。
対象者を考慮し、平日、土日開
催を工夫した。
ステップアップPR講座に関して
は、登録者からの自主企画とし
て実施しているが、参加人数は
各講座とも伸び悩んでいる。学
習成果を指導者として活かすこ
とと、町民への学習機会を提供
できる両面での生涯学習活動の
充実が図れるため、企画をする
上での指導助言等の支援を充実
させていく。

協働文化推進課
教育総務課

ＰＴＡ指導者研修
会、家庭教育講演
会、人権教育講演
会等の講座、講演
会を開催して、男
女共同参画の意識
啓発など生涯学習の
機会を提供します。

講座開催回
数（回） 18 18 18
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

95 96 94.9 2

954 1,041 1,172 2

70 70 68 2

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

施策の基本的方向　２．家庭や学校等における意識づくりの推進
　施策の内容（１）家庭における意識啓発　

100

４回１コース年間５コース実施　延べ参加人数妊婦
２７３人　夫７５人
各コース１日を日曜日に開催。夫の８４％が日曜日
に参加しており、家庭づくりや夫婦で子育てをする
ことの助言指導に力をいれて実施している。
H25年度から年間５コース開催とし、日曜日開催が
１日増え、夫の参加が１０％増加した。
　①４／１８，２６，５／２，１２
　②６／２７，７／４，１２，２１
　③９／５，１３，２０，２９
　④１１／２８，１２／５，１３，１５
　⑤２／１３，２１，２／、３／２

A

参加者数、満足度はほぼ目標を
達成できた。５コース開催で日曜
日開催が１日増えたことで、夫の
参加率が高くなったことからA評
価とした。

健康・スポーツ
課

49

父親・母親教室の開催（再掲）
100 100 100 100

初妊婦とそのパー
トナーを対象にし
た、妊娠・出産・
育児や家庭づくり
等についての講座
の開催を通じて、
男女がお互いを理
解し尊重すること
について意識啓発
を図ります。

参加者の満
足度（％）

1,000

家庭訪問を通して、育児状況を確認し、母のみで
なく、父の育児参加が必要なことを助言指導してい
る。

A

出生数の９０％は、４か月までに
訪問できており、早期の育児支
援が実施できている。

健康・スポーツ
課

50

母子訪問指導事業（再掲）
900 900 900 1,000

乳幼児を育ててい
る家庭を訪問し、
育児状況の確認や
子どもと養育者の
心身の健康づくり
への助言等と併せ
て、男性の育児参
加への意識啓発を
行います。

母子訪問合
計件数
（件）

51

母子健康相談事業（７か月児相
談２歳児歯科相談）（再掲） 65 70 75 80

来所による相談事
業の開催を通じ
て、乳幼児を育て
る家庭の、子ども
と養育者の心とか
らだの健康づくり
を支援し、男性の
育児参加への意識
啓発を行います。

来所率
（％）

85

月１回７か月児相談と２歳児歯科相談を同時開
催。７か月児育児相談来所者３４６人来所率８６．
７％､２歳児歯科相談来所者２０７人来所率４９．
４％。
同時開催により、兄弟姉妹同時に来所できるメリッ
トがあるが、２歳児歯科相談の来所者が横ばいと
なっている。
１歳６か月児健診で予定表を全員に配付し、日程
の周知に努めている。

B

２歳児歯科相談の来所者が横ば
いで、目標値を達成できずB評価
とした。対象児の発達段階に合
わせ、養育者への支援が行える
よう、日程の周知や来所勧奨を
実施する。

健康・スポーツ
課
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課

・男女共同参画に関する講座
の開催については再掲が多
く、①男女共同参画推進市町
村連携講座と②２市１町広域
連携事業のみで、全ての施策
を網羅するのは難しい。再掲
事業について再度整理し、着
実かつ計画的に事業を実施し
てほしい。
・他市との連携事業である事
業番号４６、４７、５２について
は、目標値と実際の値につい
ては他市と合わせた数となっ
ているので、寒川町としての達
成状況を正確に把握する観点
から、今後見直しが必要であ
ると考える。

生活に密着した視
点から男女共同参
画に関する講座を
開催し、家庭にお
ける男女共同参画
への意識啓発を図
ります。

講座の参加
人数（人）

73 313 162

推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

男女共同参画に関する講座の開
催（再掲）

20 20 80 80 80

男女共同参画推進の講座として、神奈川県、藤沢
市及び茅ヶ崎市と連携した講座を開催した。
①男女共同参画推進市町村連携講座
　「働きたい！女性のための再就職スタート講座」
　平成２６年１月２６日(木)・２月６日(木)
　※連続講座（全２回）
　参加者：延べ１９人（女性限定）
　講師：上田晶美氏・二本柳聡美氏
　　　　　(ハナマルキャリア総合研究所)
　内容：女性が再び仕事に就いて、理想の
　　　　自分を実現するために必要なこと、
　　　　考えておくべきこと。
②２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）広域連携事
業男女共同参画特別講演会
　「妻として 女優として ～夫 大島渚と過ごした
日々～」
　平成２５年６月２９日（土）
　参加者：１４３人(男性１６・女性１２７)
　講師：小山明子氏（女優）
　内容：何年もの夫の介護だけでなく、自身
　　　　も病を患って長く苦しんだ。その状況
　　　　の中でどう自分と向き合い、生き方を
　　　　変え、地域の人たちに支えられながら
　　　　女優の仕事を両立していったのか。

男女がともにワーク・ライフ・バランスを図るには、
育児や家事、介護への男性の参加は重要であり、
不可欠であるので、男性の参加者増を図る必要が
ある。

A

①、②とも生活や暮らしに関連し
た内容で、ワーク・ライフ・バラン
スや育児や家事、介護への男性
参加促進といったものが含まれ
ていた。
性別役割分担意識を払拭し、男
女がともにその能力を発揮して、
自由に生き方を選択できるように
するには、家庭で、また、子育て
の中で、男女共同参画の意識づ
くりを進める必要がある。

52 協働文化推進課
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

6,982 6,562 7,488 1

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

53

生涯学習講座などの開催（再
掲） 4 4 4

ＰＴＡ指導者研修
会、家庭教育講演
会、人権教育講演
会等の講座、講演
会を開催して、男
女共同参画の意識
啓発など生涯学習
の機会を提供しま
す。

講座開催回
数 18 18 18

4 4

各種講座を実施。男女を問わず生涯学習の機会
を提供した。
１～３．ＰＴＡ指導者研修会
　5/17（広報研修会）40人
　5/30（校外研修会）40人
　5/31（役員研修会）32人
４．読み聞かせ・紙芝居活動交流会 1/30　37人
５．家庭教育講演会　3/8　52人
６．人権教育事業「傾聴講座」
　5/22・29・6/5・12・19　のべ52人
７．生涯学習支援者研修「今日から使える！相手
に伝える技術を磨く講座」1/26(日） 27人
８～１３．ステップアップPR講座
　「レカンフラワー」　5/17（金）　5人
　「医療費節約講座」　6/20（木）　5人
　「ビジネスマナー講座」　7/6,13,20（土）
　　　　　　　　　　　　　　　全3回のべ12人
　「フラワーアレンジ・クリスマス」
　　　　　　　　　　　　　　　12/21（土） 5人
　「フラワーアレンジ・お正月」 12/26（木） 4人
　「親子リトミック」　3/20（木）　16人
１４～１６．文教大学出張講座「無形文化遺産　和
食」2/22（土）　12人、3/1（土）　13人、3/29（土）
13人
１７．不惑式around40ミーティング
　2/11(火・祝）　31人
１８．還暦のつどい　12/1（土）50人

A

目標値を達成した。
対象者を考慮し、平日、土日開
催を工夫した。
ステップアップPR講座に関して
は、登録者からの自主企画とし
て実施しているが、参加人数は
各講座とも伸び悩んでいる。学
習成果を指導者として活かすこ
とと、町民への学習機会を提供
できる両面での生涯学習活動の
充実が図れるため、企画をする
上での指導助言等の支援を充実
させていく。

協働文化推進課
教育総務課

事
業
番
号

町民センター

・実績が目標を上回ってはい
るが、講座の内容の向上など
更なるレベルアップを図ってい
ただきたい。

54

公民館講座の開催（再掲）
7,000 7,050 7,100 7,150

公民館講座を通じ
て、男女共同参画
の意識づくりを図
ります。

講座の参加
者数（人）

7,200

星空観察会（１２／１０　５２名参加）等
３館1室で年間１０６講座を開催。 A

今後も継続して、地域住民の
ニーズに即した内容の講座を開
催していく。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

246 382 387 2

203 103 94 1

1,490 1,446 1,251 2

　施策の内容（２）学校等における意識啓発

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課 推進協議会の事業別意見
事　　業　　内　　容 指　　標

55

教職員の資質向上事業
240 240 240 240

教職員向け講演会
や研修会等を開催
し、児童・生徒へ
の人権教育の充実
を図ります。

研修会等へ
の参加者数
（人）

240

男女共同参画社会実現のための意識づくりは、教
職員の資質にも関連し、研修会においても求めら
れる視点である。今年度は、支援教育、情報モラ
ル教育等の領域において意識づくりを心がけた。
今後、人権教育の研修の中で、さらに男女共同参
画社会実現の視点を強調した企画を実施したい。
○教職員研修会４回　5/22, 7/22, 7/30, 8/7  229
名
○教育講演会１回　10/8  158名

A

町民窓口課

・目標値は年々増加している
が実績は減少している現状で
す。意識啓発し浸透を図る意
味では後退しているのでない
でしょうか。もう少し深く原因を
探るべきと思う。
・昨年度と課題や方向性の文
章が全く一緒で、実績数値だ
けが減少している。目標数値
が年々増加していくのも、この
少子化時代に現状に即してい
ない。この事業を実施する必
要があるのであれば、中学生
の意識づくりにつなげられるよ
うに内容等を見直すなど、担
当の工夫と意欲が必要ではな
いか。

関係機関と連携し
て人権作文コンテ
ストを実施し、人
権に対する生徒の
意識啓発を図りま
す。

作文の応募
者数（人）

人権擁護委員会の事業であるが、若年期から人権
意識を身につけることは重要であり、事務局として
協力しながら多数の参加が図られるような方策を
検討していく。

B

参加者の募集は町立中学校等
に対して行っているが、夏休み
期間の多くの課題の中から選択
することになり、生徒の希望や学
校の取り組み方に依存せざるを
得ないため、応募者数の少ない
状況となった。

研修会への参加者数も定着し、
研修会、講演会のアンケート結
果からも教職員の期待、意欲の
高まりを感じる。寒川町の教職員
の意識を充実させることが児童
生徒の意識づくりにつながるの
で、継続して研修会等を充実さ
せ人権教育の充実を図っていき
たい。

学校教育課

220 230 240

公民館や図書館を
活用した読み聞か
せを通じて、思い
やりや仲良くする
心などの人権・男
女平等意識を幼児
期から育みます。

読み聞か
せ、おはな
し会への参
加者数
（人）

56

中学生人権作文コンテストの実
施 200 210

推進協議会評価

【基本目標Ⅳ　男女共同参画社会実現のための意識づくり】

○男女共同参画社会の形成を進めるためには、職場・地域・家庭・学校などそれぞれの場で、継続して意識づくりに取り組むことが必要である。意識変革は難し
い事業であるが、事業実施の際に参加者の反応等を把握するなどしてその効果を測り、より有効的な事業展開が求められる。

○今後は、若年者や男性への意識啓発がますます重要になることから、若年者や男性を意識して、テーマや内容、開催日、開催時間の工夫、電子媒体を利用した
広報などを行い、それぞれの事業の充実強化に取り組んでいただきたい。

（その他の意見）
○男女共同参画に関する講座は、事業所、地域、家庭における意識づくりにつながる講座が開催できるよう、課題を見直して事業を整理し、着実かつ計画的に事
業を実施していただきたい。

720

北部公民館では26回開催で２１０人の参加が、南
部公民館では19回開催し、66名の参加があった。
母子での参加が多く、少数ながらも親子のコミュニ
ケーションの場となっている。
総合図書館では、おはなし会を毎週土曜日に、通
常のおはなし会より多くの人が参加できるスペシャ
ルおはなし会を夏と冬に計３回開催した。
　開催回数：５１回　参加人数：９７５人
また、本年２月より、０歳児～３歳児を対象とした月
に１回の「おひざにだっこのおはなし会」を開始し
た。
土曜日に開催している「おはなし会」と「スペシャル
おはなし会」は父親の参加も見受けられるが、「お
ひざにだっこ」のおはなし会は対象が乳幼児である
ため父親の参加は少ない。父親にも参加してもら
えるよう周知に努める必要がある。

A

公民館では、土曜日開催の時に
は父親と参加する姿もあり、家族
の憩いの場としての役割も果た
しているといえる。今後も継続し
て実施する必要がある。
総合図書館のおはなし会は、毎
週開催することにより、浸透して
いる。今年度の参加人数は、前
年度よりも減少しているが、毎年
対象者が何割か変わる中で、目
標値を上回ることができた。
幼児期から図書に親しむ機会づ
くりの事業を通して、父親や母親
などが子どもと一緒に参加でき
る場の提供が行えている。

町民センター
寒川総合図書館

・事業の現状と課題の中に、
「おひざにだっこ」のおはなし
会に父親が参加してもらえる
よう周知に努める必要がある
と書かれていますが、父親の
参加を増やすには周知という
より投げかけの方法や内容の
工夫などのほうが適切な改善
策に思えます。その点も考慮
頂き、効果につなげてほしいと
思います。

57

読み聞かせの実施
720 720 720 720
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